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(57)【要約】
 
【課題】環境・資源保全について少しでも改良し、同時に落下に強く、テーバー磨耗性に
優れた嵌合部およびヒンジ部から選ばれる少なくとも１つを有する容器分野に適した特性
を有する資材部品を提供する。 
【解決手段】下記構造式（１）で表される構造を有するジヒドロキシ化合物に由来する構
成単位を含むポリカーボネートからなる嵌合部およびヒンジ部から選ばれる少なくとも１
つを有する容器。 

（但し、構造式（１）中の酸素原子に水素原子は結合しない。）
【選択図】　なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
下記構造式（１）で表される構造を含むジヒドロキシ化合物に由来する構成単位を有する
ポリカーボネートからなる、嵌合部およびヒンジ部から選ばれる少なくとも１つを有する
容器
【化１】

（但し、構造式（１）中の酸素原子に水素原子は結合しない。）
【請求項２】
　前記ポリカーボネートのガラス転移温度が８０℃以上である請求項１に記載の嵌合部お
よびヒンジ部から選ばれる少なくとも１つを有する容器。 
【請求項３】
　前記ポリカーボネートが、脂環式ジヒドロキシ化合物に由来する構成単位を有する請求
項１または請求項２に記載の嵌合部およびヒンジ部から選ばれる少なくとも１つを有する
容器。 
【請求項４】
　前記ポリカーボネートの有する前記構造式（１）で表される構造を含むジヒドロキシ化
合物に由来する構成単位と脂環式ジヒドロキシ化合物に由来する構成単位との比率（モル
％）が１００：０～３０：７０の範囲である請求項１から請求項３のいずれか１項に記載
の嵌合部およびヒンジ部から選ばれる少なくとも１つを有する容器。 

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、バイオマス資源であるイソソルビドを含むポリカーボネート重合体よりなる
、ガラス転移温度、表面硬度が高く、機械的強度も良好な嵌合部およびヒンジ部から選ば
れる少なくとも１つを有する容器に関するものである。 
【背景技術】
【０００２】
　プラスチックは比重が軽く、切断、切削などの加工も容易であることから種々の用途に
使用されている。特に、各種容器として多用途に使用されているが、内容物を安全に保管
する目的のため、嵌合部およびヒンジ部から選ばれる少なくとも１つを有する容器が設計
される。当該容器は多方面の分野において使用され、例えば、事務用品容器、工業関係容
器、食品容器、医薬品容器、化粧品容器など多岐にわたる。従来これらの用途に対しては
、ポリアクリレート、ポリスチレン、ポリカーボネートなどが使用されてきている。これ
らは、透明材料であるため、内容物を確認出来ることが重要であるとともに、容器として
の意匠性を求められることがもある。
【０００３】
　一方、これらの用途においては、使用環境温度変化に対しての寸法安定性が必要とされ
、非晶性樹脂においては、樹脂のガラス転移温度（Ｔg）が高いこと、例えば８０℃以上
、更に好ましく１００℃以上であれば、広い温度範囲において寸法変化が抑制されるので
、広範囲の用途に適用されるためには樹脂の耐熱性、たとえばガラス転移温度（Ｔg）が
重要な因子である。この点からは、ポリアクリレートのガラス転移温度は８０～９０℃で
、ポリスチレンの場合は、約１００℃であるので、適用される用途に制約がある。ポリカ
ーボネートのガラス転移温度は１３０～１５０℃であるので、耐熱性の観点からは嵌合部
およびヒンジ部から選ばれる少なくとも１つを有する容器のほとんどに適用可能である。
【０００４】
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　さらに容器は紫外線（ＵＶ）抵抗性および高い表面硬度、良好な引張り強さ、高い光学
的透明性および良好な衝撃強さをもっていることが望まれている。ポリアクリレートは、
紫外線による変色性が少なく、表面硬度が高く、良好な透明性を有しているが、機械的強
度がやや劣り、更には難燃性が自消性クラスに到達しないという問題がある。一方、ポリ
カーボネートは機械的強度が優れており、自消性であるが、紫外線による変色性が大きく
、表面硬度が低いという問題がある。表面硬度が低いことは、特に屋外で使用する場合は
、使用中に擦れ合ったり、飛び砂などに曝されることにより、表面が削られるため、透明
性の低下、ひどい場合には機械的強度の低下を引き起こす虞があり、表面硬度も嵌合部お
よびヒンジ部から選ばれる少なくとも１つを有する容器においては重要な特性である。 
【０００５】
　ところで、ポリアクリレート、ポリスチレン、ポリカーボネートは一般的に石油資源か
ら誘導される原料を用いて製造される。しかしながら、近年、石油資源の枯渇が危惧され
ており、植物などのバイオマス資源から得られる原料を用いたプラスチックからの嵌合部
およびヒンジ部から選ばれる少なくとも１つを有する容器の提供が求められている。また
、二酸化炭素排出量の増加、蓄積による地球温暖化が、気候変動などをもたらすことが危
惧されていることからも、使用後の廃棄処分をしてもカーボンニュートラルな、植物由来
モノマーを原料としたプラスチックからの嵌合部およびヒンジ部から選ばれる少なくとも
１つを有する容器の開発が求められている。 
【０００６】
　従来、植物由来モノマーとしてイソソルビドを使用し、炭酸ジフェニルとのエステル交
換により、ポリカーボネートを得ることが提案されている（例えば、特許文献１参照）。
しかしながら、得られたポリカーボネートは、褐色であり、満足できるものではない。ま
た、イソソルビドと他のジヒドロキシ化合物との共重合ポリカーボネートとして、ビスフ
ェノールＡを共重合したポリカーボネートが提案されており（例えば、特許文献２参照）
、更に、イソソルビドと脂肪族ジオールとを共重合することにより、イソソルビドからな
るホモポリカーボネートの剛直性を改善する試みがなされている（例えば、特許文献３参
照）。 
【０００７】
　一方、脂環式ジヒドロキシ化合物である１，４－シクロヘキサンジメタノールを重合し
たポリカーボネートとしては、多数提案されているが（例えば、特許文献４、５）これら
のポリカーボネートの分子量は高々４０００程度と低いものであり、このため、ガラス転
移温度が低いものが多い。 
　このようにイソソルビドを用いたポリカーボネートの提案はなされているが、これらの
文献にて開示されているのは、ガラス転移温度、さらには基本的な機械的特性のみで、上
述の嵌合部およびヒンジ部から選ばれる少なくとも１つを有する容器にとって重要な折り
曲げ特性や表面硬度などの特性について開示されていない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】英国特許第１，０７９，６８６号公報
【特許文献２】特開昭５６－５５４２５号公報
【特許文献３】国際公開第２００４/１１１１０６パンフレット
【特許文献４】特開平６－１４５３３６号公報
【特許文献５】特公昭６３－１２８９６号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　嵌合部およびヒンジ部から選ばれる少なくとも１つを有する容器に現在広く使用されて
いるポリアクリレート、ポリスチレン、および従来のポリカーボネートは、紫外線による
変色性、表面硬度、透明性、機械的強度、難燃性、表面硬度のうち何らかの特性の点で劣
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る点があった。本発明では、機械的強度、表面硬度、耐候性、耐摩耗性、および難燃性に
優れた嵌合部およびヒンジ部から選ばれる少なくとも１つを有する容器を提供する目的で
なされたものである。 
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　上記課題に鑑み、本発明者らは、植物由来のモノマーであるイソソルビドなどに代表さ
れる、特定の構造を含むジヒドロキシ化合物に由来する構成単位を有するポリカーボネー
トが、折り曲げ特性が良好で、表面硬度が高く、耐候変色性が少なく、また自消性であり
、しかもガラス転移温度と耐衝撃性のバランスが良好で、これらの特性が嵌合部およびヒ
ンジ部から選ばれる少なくとも１つを有する容器に好適であることを見出し、発明を完成
するに至った。
【００１１】
　すなわち、本発明の要旨は下記［１］～［４］に存する。 
　［１］下記構造式（１）で表される構造を含むジヒドロキシ化合物に由来する構成単位
を有するポリカーボネートからなる、嵌合部およびヒンジ部から選ばれる少なくとも１つ
を有する容器。 
【００１２】
【化１】

【００１３】
（但し、構造式（１）中の酸素原子に水素原子は結合しない。）
　［２］　前記ポリカーボネートのガラス転移温度が８０℃以上である請求項１に記載の
嵌合部およびヒンジ部から選ばれる少なくとも１つを有する容器。
　［３］　前記ポリカーボネートが、脂環式ジヒドロキシ化合物に由来する構成単位を有
する請求項１または請求項２に記載の嵌合部およびヒンジ部から選ばれる少なくとも１つ
を有する容器。 
【００１４】
　［４］　前記ポリカーボネートの有する前記構造式（１）で表される構造を含むジヒド
ロキシ化合物に由来する構成単位と脂環式ジヒドロキシ化合物に由来する構成単位との比
率（モル％）が１００：０～３０：７０の範囲である請求項１から請求項３のいずれか１
項に記載の嵌合部およびヒンジ部から選ばれる少なくとも１つを有する容器。 
【発明の効果】
【００１５】
　本発明に特定の構造を含むジヒドロキシ化合物に由来する構成単位を有するポリカーボ
ネートからなる嵌合部およびヒンジ部から選ばれる少なくとも１つを有する容器によれば
、折り曲げ特性が良好で、表面高度が高く、耐候変色性が小さく、自消性であり、ガラス
転移温度と耐衝撃強度のバランスが良好な、多方面の分野で使用可能な高性能の嵌合部お
よびヒンジ部から選ばれる少なくとも１つを有する容器を提供することができる。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　以下に本発明の実施の形態を詳細に説明するが、以下に記載する構成要件の説明は、本
発明の実施態様の一例（代表例）であり、本発明はその要旨を超えない限り、以下の内容
に限定されない。 
　本発明の容器は、下記構造式（１）で表される構造を含むジヒドロキシ化合物に由来す
る構成単位を有するポリカーボネートからなる、嵌合部およびヒンジ部から選ばれる少な
くとも１つを有する容器である。但し、構造式（１）中の酸素原子に水素原子は結合しな
い。
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【００１７】
【化２】

【００１８】
　本発明の嵌合部およびヒンジ部から選ばれる少なくとも１つを有する容器としては、容
器の少なくとも一部に嵌合部およびヒンジ部から選ばれる少なくとも一部を有するもので
あればどのようなものであっても構わず、容器の形状や機能に特に制限は無い。代表的に
は、蓋を有する容器であって、当該蓋を閉じた場合に嵌め合う嵌合部を有しているものや
、容器と蓋がヒンジを介して接合されているものがあげられるが、蓋は必須ではなく、容
器を分割したり接合したりする機能のために、嵌合部およびヒンジ部から選ばれる少なく
とも１つを有していても構わない。
【００１９】
　より具体的に本発明の嵌合部およびヒンジ部から選ばれる少なくとも１つを有する容器
としては、例えば、嵌合部を有する容器では、容器の蓋などと容器とが互いに嵌りあうよ
うな構造を有する、いわゆる印籠構造を有するもの、容器又は容器の蓋のいずれか一方に
一体的に、蓋が意図せず開いたりしないように系止するための系止部を有するもの、容器
と蓋との双方を係止する別体に形成されている系止部材を有するもの、等があげられ、ヒ
ンジ部を有する容器としては、容器と蓋とを接合するヒンジ部材を有するものであれば、
容器または蓋の一部に一体的に形成されたヒンジ部を有するもの、容器および蓋に一体的
に形成され、組み合わせることでヒンジとしての機能を奏するヒンジ構造部分を有するも
の、等があげられる。
【００２０】
　本発明の容器が有する嵌合部もヒンジ部も、その一部に本発明に係るポリカーボネート
以外の材料を採用していて構わないが、それらの部材の作製および組み立てを必要とする
ことから、全てが本発明に係るポリカーボネートのみからなることが好ましい。
　更に本発明に係るポリカーボネートからなる部材または部分が、本発明に係るポリカー
ボネートからなる部材または部分と接触し摺動する構造を有する容器が好ましい。また、
ヒンジ部は、摺動部分を有さず、本発明に係るポリカーボネートからなる折り曲げ構造体
からなるものであっても構わない。
【００２１】
　＜ポリカーボネート＞
　本発明に係るポリカーボネートは、前記構造式（１）で表される構造を含むジヒドロキ
シ化合物に由来する構成単位を有するものであるが、当該ジヒドロキシ化合物の一部を他
種類のジヒドロキシ化合物、例えば脂肪族、芳香族ジヒドロキシ化合物に由来する構成単
位、またはポリアルキレングリコールなどの共重合構成単位に置き換えた共重合体であっ
てもよい。 
【００２２】
　本発明において、前記構造式（１）で表されるジヒドロキシ化合物としては、分子内に
構造式（１）で表される構造を有していれば特に限定されるものではないが、より具体的
には、９，９－ビス（４－（２－ヒドロキシエトキシ）フェニル）フルオレン、９，９－
ビス（４－（２－ヒドロキシエトキシ）－３－メチルフェニル）フルオレン、９，９－ビ
ス（４－（２－ヒドロキシエトキシ）－３－イソプロピルフェニル）フルオレン、９，９
－ビス（４－（２－ヒドロキシエトキシ）－３－イソブチルフェニル）フルオレン、９，
９－ビス（４－（２－ヒドロキシエトキシ）－３－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）フルオレ
ン、９，９－ビス（４－（２－ヒドロキシエトキシ）－３－シクロヘキシルフェニル）フ
ルオレン、９，９－ビス（４－（２－ヒドロキシエトキシ）－３－フェニルフェニル）フ
ルオレン、９，９－ビス（４－（２－ヒドロキシエトキシ）－３，５－ジメチルフェニル
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－６－メチルフェニル）フルオレン、９，９－ビス（４－（３－ヒドロキシ－２，２－ジ
メチルプロポキシ）フェニル）フルオレン等で例示されるような、側鎖に芳香族基を有し
、主鎖に芳香族基に結合したエーテル基を有する化合物、ビス［４－（２－ヒドロキシエ
トキシ）フェニル］メタン、ビス［４－（２－ヒドロキシエトキシ）フェニル］ジフェニ
ルメタン、１，１－ビス［４－（２－ヒドロキシエトキシ）フェニル］エタン、１，１－
ビス［４－（２－ヒドロキシエトキシ）フェニル］－１－フェニルエタン、２，２－ビス
［４－（２－ヒドロキシエトキシ）フェニル］プロパン、２，２－ビス［４－（２－ヒド
ロキシエトキシ）－３－メチルフェニル］プロパン、２，２－ビス［３，５－ジメチル－
４－（２－ヒドロキシエトキシ）フェニル］プロパン、１，１－ビス［４－（２－ヒドロ
キシエトキシ）フェニル］－３，３，５－トリメチルシクロヘキサン、１，１－ビス［４
－（２－ヒドロキシエトキシ）フェニル］シクロヘキサン、１，４－ビス［４－（２－ヒ
ドロキシエトキシ）フェニル］シクロヘキサン、１，３－ビス［４－（２－ヒドロキシエ
トキシ）フェニル］シクロヘキサン、２，２－ビス［４－（２－ヒドロキシエトキシ）－
３－フェニルフェニル］プロパン、２，２－ビス［（２－ヒドロキシエトキシ）－３－イ
ソプロピルフェニル］プロパン、２，２－ビス［３－ｔｅｒｔ－ブチル－４－（２－ヒド
ロキシエトキシ）フェニル］プロパン、２，２－ビス［４－（２－ヒドロキシエトキシ）
フェニル］ブタン、２，２－ビス［４－（２－ヒドロキシエトキシ）フェニル］－４－メ
チルペンタン、２，２－ビス［４－（２－ヒドロキシエトキシ）フェニル］オクタン、１
，１－ビス［４－（２－ヒドロキシエトキシ）フェニル］デカン、２，２－ビス［３－ブ
ロモ－４－（２－ヒドロキシエトキシ）フェニル］プロパン、２，２－ビス［３－シクロ
ヘキシル－４－（２－ヒドロキシエトキシ）フェニル］プロパン等で例示されるような、
ビス（ヒドロキシアルコキシアリール）アルカン類、１，１－ビス［４－（２－ヒドロキ
シエトキシ）フェニル］シクロヘキサン、１，１－ビス［３－シクロヘキシル－４－（２
－ヒドロキシエトキシ）フェニル］シクロヘキサン、１，１－ビス［４－（２－ヒドロキ
シエトキシ）フェニル］シクロペンタン等で例示されるような、ビス（ヒドロキシアルコ
キシアリール）シクロアルカン類、４，４’－ビス（２－ヒドロキシエトキシ）ジフェニ
ルエ－テル、４，４’－ビス（２－ヒドロキシエトキシ）－３，３’－ジメチルジフェニ
ルエ－テル等で例示されるような、ジヒドロキシアルコキシジアリールエーテル類、４，
４’－ビス（２－ヒドロキエトキシフェニル）スルフィド、４，４’－ビス［４－（２－
ジヒドロキシエトキシ）－３－メチルフェニル］スルフィド等で例示されるような、ビス
ヒドロキシアルコキシアリールスルフィド類、４，４’－ビス（２－ヒドロキエトキシフ
ェニル）スルホキシド、４，４’－ビス［４－（２－ジヒドロキシエトキシ）－３－メチ
ルフェニル］スルホキシド等で例示されるような、ビスヒドロキシアルコキシアリールス
ルホキシド類、４，４’－ビス（２－ヒドロキエトキシフェニル）スルホン、４，４’－
ビス［４－（２－ジヒドロキシエトキシ）－３－メチルフェニル］スルホン等で例示され
るような、ビスヒドロキシアルコキシアリールスルホン類、１，４－ビスヒドロキシエト
キシベンゼン、１，３－ビスヒドロキシエトキシベンゼン、１，２－ビスヒドロキシエト
キシベンゼン、１，３－ビス［２－［４－（２－ヒドロキシエトキシ）フェニル］プロピ
ル］ベンゼン、１，４－ビス［２－［４－（２－ヒドロキシエトキシ）フェニル］プロピ
ル］ベンゼン、４，４’－ビス（２－ヒドロキシエトキシ）ビフェニル、１，３－ビス［
４－（２－ヒドロキシエトキシ）フェニル］－５，７－ジメチルアダマンタン、下記式（
２）で表されるジヒドロキシ化合物に代表される無水糖アルコール、および下記一般式（
３）で表されるスピログリコール等の環状エーテル構造を有する化合物が挙げられ、これ
らは単独で用いても良く、２種以上を組み合わせて用いても良い。
【００２３】
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【化３】

【００２４】
　これらの中でも特に上記一般式（２）で表されるジヒドロキシ化合物が好適であり、該
ジヒドロキシ化合物としては、立体異性体の関係にある、イソソルビド、イソマンニド、
イソイデットが挙げられ、これらは１種を単独で用いても良く、２種以上を組み合わせて
用いても良い。上記の中でもイソソルビドが最も好ましく、これらは１種又は２種以上を
組み合わせて用いてもよい。
【００２５】
　これらのジヒドロキシ化合物のうち、資源として豊富に存在し、容易に入手可能な種々
のデンプンから製造されるソルビトールを脱水縮合して得られるイソソルビドが、入手及
び製造のし易さ、光学特性、成形性の面から最も好ましい。 
　なお、イソソルビドは酸素によって徐々に酸化されやすいので、保管や、製造時の取り
扱いの際には、酸素による分解を防ぐため、水分が混入しないようにし、また、脱酸素剤
を用いたり、窒素雰囲気下にしたりすることが肝要である。イソソルビドが酸化されると
、蟻酸をはじめとする分解物が発生する。例えば、これら分解物を含むイソソルビドを用
いてポリカーボネートを製造すると、得られるポリカーボネートに着色が発生したり、物
性を著しく劣化させる原因となる。また、重合反応に影響を与え、高分子量の重合体が得
られないこともある。また、蟻酸の発生を防止するような安定剤を添加してあるような場
合、安定剤の種類によっては、得られるポリカーボネートに着色が発生したり、物性を著
しく劣化させたりする。安定剤としては還元剤や制酸剤が用いられ、このうち還元剤とし
ては、ナトリウムボロハイドライド、リチウムボロハイドライドなどが挙げられ、制酸剤
としては水酸化ナトリウム等のアルカリが挙げられるが、このようなアルカリ金属塩の添
加は、アルカリ金属が重合触媒ともなるので、過剰に添加し過ぎると重合反応を制御でき
なくなることもある。 
【００２６】
　酸化分解物を含まないイソソルビドを得るために、必要に応じてイソソルビドを蒸留し
ても良い。また、イソソルビドの酸化や、分解を防止するために安定剤が配合されている
場合も、必要に応じて、イソソルビドを蒸留しても良い。この場合、イソソルビドの蒸留
は単蒸留であっても、連続蒸留であっても良く、特に限定されない。雰囲気はアルゴンや
窒素などの不活性ガス雰囲気にした後、減圧下で蒸留を実施する。 
【００２７】
　このようなイソソルビドの蒸留を行うことにより、本発明では蟻酸含有量が２０ｐｐｍ
未満、更に１０ｐｐｍ以下、特に５ｐｐｍ以下であるような高純度のイソソルビドを用い
ることが好ましい。 
　一方、本発明に用いるに適した共重合構成単位の由来となるジヒドロキシ化合物として
は、直鎖脂肪族、環式脂肪族、芳香族系ジヒドロキシ化合物のいずれでも良い。直鎖脂肪
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族ジヒドロキシ化合物として、例えばブタンジオール－1,４，ペンタンジオール－1,５，
ネオペンチルグリコール，ヘキサンジオール－1,６，ヘプタンジオール－1,７，オクタン
ジオール－1,８，２－エチルヘキサンジオール－１,６，２,２,４－トリメチルヘキサン
ジオール－１,６，デカンジオール－１，１０，水素化ジリノレイルグリコール，水素化
ジオレイルグリコールなどを挙げることができる。 
【００２８】
　また、本発明に使用できる環式脂肪族（脂環式）ジヒドロキシ化合物としては、例えば
１，２-シクロヘキ サンジオール、１，３－シクロヘキサンジオール、１，４－シクロヘ
キサンジオール、２－メチル－１，４－シクロヘキサンジオールなどのヘキサンジオール
類、１，２-シクロ ヘキサンジメタノール、１，３－シクロヘキサンジメタノール、１，
４－シクロヘキサンジメタノール、２，３－ノルボルナンジメタノール、２，５－ノルボ
ルナンジメタノールなどのノルボルナンジメタノール類、トリシクロデカンジメタノール
、ペンタシクロペンタデカンジメタノール、１，３－アダマンタンジオール、２，２－ア
ダマンタンジオール類などが挙げられる。これらのうち、１，４－シクロヘキサンジメタ
ノール、１，３－シクロヘキサンジメタノール、１，２－シクロヘキサンジメタノールが
好ましい。 
【００２９】
　芳香族ジヒドロキシ化合物としては、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパ
ン（＝ビスフェノールＡ）、テトラメチルビスフェノールＡ、ビス（４－ヒドロキシフェ
ニル）－ｐ－ジイソプロピルベンゼン、ハイドロキノン、レゾルシノール、４，４－ジヒ
ドロキシジフェニル等が挙げられ、好ましくはビスフェノールＡが挙げられる。 
　また、共重合構成単位のポリアルキレングリコールとしては炭素数２～４のアルコシル
基を１分子あたり２～４０個含有するものが好ましく、例えばポリエチレングリコール、
ポリプロピレングリコールなどを挙げることができる。 
【００３０】
　これらの共重合構成単位であるヒドロキシ化合物は１種を単独で用いても良く、２種以
上を混合して用いても良い。直鎖脂肪族ジヒドロキシ化合物あるいはポリアルキレングリ
コールを共重合成分として使用すると、ガラス転移温度の低下が激しく、土木建築資材部
品としての用途に制約が生じ好ましくない。芳香族ジヒドロキシ化合物を共重合成分とし
て使用すると、構造式（１）で表されるジヒドロキシ化合物と反応性が激しく異なり、透
明性などが悪化する。構造式（１）で表されるジヒドロキシ化合物単独のポリカーボネー
ト樹脂は、一般的に高分子量のものを得るのが困難である。一方、環式脂肪族（脂環式と
表記することがある）ジヒドロキシ化合物を共重合成分として使用する場合は、以下に示
すように構造式（１）で表されるジヒドロキシ化合物と脂環式ジヒドロキシ化合物との反
応性のバランスが良好であり、且つ高分子量化も比較的容易であり、ガラス転移温度の低
下も直鎖脂肪族ジヒドロキシ化合物よりも程度が小さく、表面硬度、機械的強度も十分高
いという点で望ましい。 
【００３１】
　上記のように本発明において好ましいポリカーボネートである、前記構造式（１）で表
される構造を含むジヒドロキシ化合物に由来する構成単位と、脂環式ジヒドロキシ化合物
に由来する構成単位とからなるポリカーボネート共重合体について、その詳細を以下に述
べるが、他のジヒドロキシ化合物との共重合体についても基本的には類似であり、また上
記特許文献などを参考に製造等も可能である。 
【００３２】
　前記構造式（１）で表される構造を含むジヒドロキシ化合物に由来する構成単位と脂環
式ジヒドロキシ化合物に由来する構成単位との含有割合については、任意の割合で選択で
きる。しかし、示差走査熱量測定（ＤＳＣ）を行ったとき、単一のガラス転移温度を与え
るが、本発明に係るポリカーボネートは、前記構造式（１）で表される構造を含むジヒド
ロキシ化合物と脂環式ジヒドロキシ化合物の種類や配合比を調整することで、そのガラス
転移温度を、用途に応じて、４５℃程度から１５５℃程度まで任意のガラス転移温度を持
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つ重合体として得ることができる。 
【００３３】
　したがって、本発明の嵌合部およびヒンジ部から選ばれる少なくとも１つを有する容器
向けには、ガラス転移温度を８０℃以上にすることにより、耐熱性（使用可能温度）で７
０℃以上が確保できることから、構造式（１）で表される構造を有するジヒドロキシ化合
物に由来する構成単位と脂環式ジヒドロキシ化合物に由来する構成単位との比率を適切に
選択する必要がある。当該比率は１００：０～３０：７０（モル％）、特に９０：１０～
４０：６０（モル％）、さらには８５：１５～４５：５５（モル％）であることが好まし
い。上記範囲よりも構造式（１）で表わされるジヒドロキシ化合物に由来する構成単位が
多く脂環式ジヒドロキシ化合物に由来する構成単位が少ないと着色しやすくなり、逆に構
造式（１）で表されるジヒドロキシ化合物に由来する構成単位が少なく脂環式ジヒドロキ
シ化合物に由来する構成単位が多いと分子量が上がりにくく、またガラス転移温度が低下
する傾向がある。 
【００３４】
　また、本発明に係るポリカーボネートの重合度は、溶媒としてフェノールと１，１，２
，２，－テトラクロロエタンの重量比１：１の混合溶液を用い、ポリカーボネート濃度を
１．００ｇ／ｄｌに精密に調整し、温度２０．０℃±０．１℃で測定した還元粘度（以下
、単に「ポリカーボネートの還元粘度」と称す。）として、０．４０ｄｌ／ｇ以上、特に
０．４０ｄｌ／ｇ以上で２．０ｄｌ／ｇ以下であるような重合度であることが好ましい。
このポリカーボネートの還元粘度が極端に低いものでは、嵌合部およびヒンジ部から選ば
れる少なくとも１つを有する容器等に成形した時の機械的強度が弱い。また、ポリカーボ
ネートの還元粘度が大きくなると、成形する際の流動性が低下し、サイクル特性を低下さ
せ、成形品のひずみが大きくなり熱により変形し易い傾向がある。従って、本発明に係る
ポリカーボネートの還元粘度は０．４０ｄｌ／ｇ以上２．０ｄｌ／ｇ以下、特に０．４５
ｄｌ／ｇ以上１．５ｄｌ／ｇ以下の範囲内であることが好ましい。 
【００３５】
　本発明に係るポリカーボネートは、一般に用いられる重合方法で製造することができ、
その重合方法は、ホスゲンを用いた溶液重合法、炭酸ジエステルと反応させる溶融重合法
のいずれの方法でも良いが、重合触媒の存在下に、ジヒドロキシ化合物を、より環境への
毒性の低い炭酸ジエステルと反応させる溶融重合法が好ましい。 
　この溶融重合法で用いられる炭酸ジエステルとしては、通常、下記一般式（４）で表さ
れるものが挙げられる。 
【００３６】
【化４】

【００３７】
（一般式（４）において、Ａ及びＡ’は、置換基を有していても良い炭素数１～１８の脂
肪族基又は置換基を有していても良い芳香族基であり、Ａ及びＡ’は同一であっても異な
っていても良い。） 
　上記一般式（４）で表される炭酸ジエステルとしては、例えば、ジフェニルカーボネー
ト、ジトリルカーボネートに代表される置換ジフェニルカーボネート、ジメチルカーボネ
ート、ジエチルカーボネート及びジ－ｔ－ブチルカーボネート等が例示されるが、特に好
ましくはジフェニルカーボネート及び置換ジフェニルカーボネートが挙げられる。これら
の炭酸ジエステルは、１種を単独で用いても良く、２種以上を混合して用いても良い。 
【００３８】
　炭酸ジエステルは、ジヒドロキシ化合物に対して、０．９６～１．１０のモル比率で用
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いることが好ましく、さらに好ましくは、０．９８～１．０４のモル比率である。このモ
ル比が０．９６より小さくなると、製造されたポリカーボネートの末端ＯＨ基が増加して
、ポリマーの熱安定性が悪化し、また、モル比が１．１０より大きくなると、同一条件下
ではエステル交換反応の速度が低下し、所望とする分子量のポリカーボネート共重合体の
製造が困難となるばかりか、製造されたポリカーボネート中の残存炭酸ジエステル量が増
加し、この残存炭酸ジエステルが、成形時、または成形品の臭気の原因となり好ましくな
い。 
【００３９】
　また、溶融重合における重合触媒（エステル交換触媒）としては、アルカリ金属化合物
及び／又はアルカリ土類金属化合物が使用される。アルカリ金属化合物及び／又はアルカ
リ土類金属化合物と共に補助的に、塩基性ホウ素化合物、塩基性リン化合物、塩基性アン
モニウム化合物、アミン系化合物等の塩基性化合物を併用することも可能であるが、アル
カリ金属化合物及び／又はアルカリ土類金属化合物のみを使用することが特に好ましい。
なお、本明細書において、「アルカリ金属」及び「アルカリ土類金属」という用語を、そ
れぞれ、長周期型周期表（Nomenclature of Inorganic Chemistry IUPAC Recommendation
s 2005）における「第１族金属」及び「第２族金属」と同義として用いる。
【００４０】
　重合触媒として用いられるアルカリ金属化合物としては、例えば、水酸化ナトリウム、
水酸化カリウム、水酸化リチウム、水酸化セシウム、炭酸水素ナトリウム、炭酸水素カリ
ウム、炭酸水素リチウム、炭酸水素セシウム、炭酸ナトリウム、炭酸カリウム、炭酸リチ
ウム、炭酸セシウム、酢酸ナトリウム、酢酸カリウム、酢酸リチウム、酢酸セシウム、ス
テアリン酸ナトリウム、ステアリン酸カリウム、ステアリン酸リチウム、ステアリン酸セ
シウム、水素化ホウ素ナトリウム、水素化ホウ素カリウム、水素化ホウ素リチウム、水素
化ホウ素セシウム、フェニル化ホウ素ナトリウム、フェニル化ホウ素カリウム、フェニル
化ホウ素リチウム、フェニル化ホウ素セシウム、安息香酸ナトリウム、安息香酸カリウム
、安息香酸リチウム、安息香酸セシウム、リン酸水素２ナトリウム、リン酸水素２カリウ
ム、リン酸水素２リチウム、リン酸水素２セシウム、フェニルリン酸２ナトリウム、フェ
ニルリン酸２カリウム、フェニルリン酸２リチウム、フェニルリン酸２セシウム、ナトリ
ウム、カリウム、リチウム、セシウムのアルコレート、フェノレート、ビスフェノールＡ
の２ナトリウム塩、２カリウム塩、２リチウム塩、２セシウム塩等が挙げられる。 
【００４１】
　また、アルカリ土類金属化合物としては、例えば、水酸化カルシウム、水酸化バリウム
、水酸化マグネシウム、水酸化ストロンチウム、炭酸水素カルシウム、炭酸水素バリウム
、炭酸水素マグネシウム、炭酸水素ストロンチウム、炭酸カルシウム、炭酸バリウム、炭
酸マグネシウム、炭酸ストロンチウム、酢酸カルシウム、酢酸バリウム、酢酸マグネシウ
ム、酢酸ストロンチウム、ステアリン酸カルシウム、ステアリン酸バリウム、ステアリン
酸マグネシウム、ステアリン酸ストロンチウム等が挙げられる。 
【００４２】
　これらのアルカリ金属化合物及び／又はアルカリ土類金属化合物は１種を単独で用いて
も良く、２種以上を併用しても良い。 
　またアルカリ金属化合物及び／又はアルカリ土類金属化合物と併用される塩基性ホウ素
化合物の具体例としては、テトラメチルホウ素、テトラエチルホウ素、テトラプロピルホ
ウ素、テトラブチルホウ素、トリメチルエチルホウ素、トリメチルベンジルホウ素、トリ
メチルフェニルホウ素、トリエチルメチルホウ素、トリエチルベンジルホウ素、トリエチ
ルフェニルホウ素、トリブチルベンジルホウ素、トリブチルフェニルホウ素、テトラフェ
ニルホウ素、ベンジルトリフェニルホウ素、メチルトリフェニルホウ素、ブチルトリフェ
ニルホウ素等のナトリウム塩、カリウム塩、リチウム塩、カルシウム塩、バリウム塩、マ
グネシウム塩、あるいはストロンチウム塩等が挙げられる。 
【００４３】
　塩基性リン化合物としては、例えば、トリエチルホスフィン、トリ－ｎ－プロピルホス



(11) JP 2011-105366 A 2011.6.2

10

20

30

40

50

フィン、トリイソプロピルホスフィン、トリ－ｎ－ブチルホスフィン、トリフェニルホス
フィン、トリブチルホスフィン、あるいは四級ホスホニウム塩等が挙げられる。 
　塩基性アンモニウム化合物としては、例えば、テトラメチルアンモニウムヒドロキシド
、テトラエチルアンモニウムヒドロキシド、テトラプロピルアンモニウムヒドロキシド、
テトラブチルアンモニウムヒドロキシド、トリメチルエチルアンモニウムヒドロキシド、
トリメチルベンジルアンモニウムヒドロキシド、トリメチルフェニルアンモニウムヒドロ
キシド、トリエチルメチルアンモニウムヒドロキシド、トリエチルベンジルアンモニウム
ヒドロキシド、トリエチルフェニルアンモニウムヒドロキシド、トリブチルベンジルアン
モニウムヒドロキシド、トリブチルフェニルアンモニウムヒドロキシド、テトラフェニル
アンモニウムヒドロキシド、ベンジルトリフェニルアンモニウムヒドロキシド、メチルト
リフェニルアンモニウムヒドロキシド、ブチルトリフェニルアンモニウムヒドロキシド等
が挙げられる。 
【００４４】
　アミン系化合物としては、例えば、４－アミノピリジン、２－アミノピリジン、Ｎ，Ｎ
－ジメチル－４－アミノピリジン、４－ジエチルアミノピリジン、２－ヒドロキシピリジ
ン、２－メトキシピリジン、４－メトキシピリジン、２－ジメチルアミノイミダゾール、
２－メトキシイミダゾール、イミダゾール、２－メルカプトイミダゾール、２－メチルイ
ミダゾール、アミノキノリン等が挙げられる。 
【００４５】
　これらの塩基性化合物も１種を単独で用いても良く、２種以上を併用しても良い。 
　上記重合触媒の使用量は、アルカリ金属化合物及び／又はアルカリ土類金属化合物を用
いる場合、構造式（１）で表されるジヒドロキシ化合物と脂環式ジヒドロキシ化合物との
合計１モルに対して、金属換算量として、通常、０．１～１００μモルの範囲内で用い、
好ましくは０．５～５０μモルの範囲内であり、さらに好ましくは１～２５μモルの範囲
内である。重合触媒の使用量が少なすぎると、所望の分子量のポリカーボネートを製造す
るのに必要な重合活性が得られず、一方、重合触媒の使用量が多すぎると、得られるポリ
カーボネートの色相が悪化し、副生成物が発生したりして流動性の低下やゲルの発生が多
くなり、目標とする品質のポリカーボネートの製造が困難になる。 
【００４６】
　このような本発明に係るポリカーボネートの製造にあたり、前記構造式（１）で表され
る構造を有するジヒドロキシ化合物などのジヒドロキシ化合物は、固体として供給しても
良いし、加熱して溶融状態として供給しても良いし、水溶液として供給しても良い。これ
らの原料ジヒドロキシ化合物を溶融状態や、水溶液で供給すると、工業的に製造する際、
計量や搬送がしやすいという利点がある。 
【００４７】
　本発明において、前記構造式（１）で表される構造を含むジヒドロキシ化合物あるいは
共重合成分を重合触媒の存在下で炭酸ジエステルと反応させる方法は、通常、２段階以上
の多段工程で実施される。具体的には、第１段目の反応は１４０～２２０℃、好ましくは
１５０～２００℃の温度で０.１～１０時間、好ましくは０．５～３時間実施される。第
２段目以降は、反応系の圧力を第１段目の圧力から徐々に下げながら反応温度を上げてい
き、同時に発生するフェノールを反応系外へ除きながら、最終的には反応系の圧力が２０
０Ｐａ以下で、２１０～２８０℃の温度範囲のもとで重縮合反応を行う。 
【００４８】
　この重縮合反応における減圧において、温度と反応系内の圧力のバランスを制御するこ
とが重要である。特に、温度、圧力のどちらか一方でも早く変化させすぎると、未反応の
モノマーが留出し、ジヒドロキシ化合物と炭酸ジエステルのモル比を狂わせ、重合度が低
下することがある。例えば、ジヒドロキシ化合物としてイソソルビドと１，４－シクロヘ
キサンジメタノールを用いる場合は、全ジヒドロキシ化合物に対し、１，４－シクロヘキ
サンジメタノールのモル比が５０モル％以上の場合は、１，４－シクロヘキサンジメタノ
ールがモノマーのまま留出しやすくなるので、反応系内の圧力が１３ｋＰａ程度の減圧下
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で、温度を１時間あたり４０℃以下の昇温速度で上昇させながら反応させ、さらに、６．
６７ｋＰａ程度までの圧力下で、温度を１時間あたり４０℃以下の昇温速度で上昇させ、
最終的に２００Ｐａ以下の圧力で、２００から２５０℃の温度で重縮合反応を行うと、十
分に重合度が上昇したポリカーボネートが得られるため、好ましい。 
【００４９】
　また、全ジヒドロキシ化合物に対し、１，４－シクロヘキサンジメタノールのモル比が
５０モル％より少なくなった場合、特に、モル比が３０モル％以下となった場合は、１，
４－シクロヘキサンジメタノールのモル比が５０モル％以上の場合と比べて、急激な粘度
上昇が起こるので、例えば、反応系内の圧力が１３ｋＰａ程度の減圧下までは、温度を１
時間あたり４０℃以下の昇温速度で上昇させながら反応させ、さらに、６．６７ｋＰａ程
度までの圧力下で、温度を１時間あたり４０℃以上の昇温速度、好ましくは１時間あたり
５０℃以上の昇温速度で上昇させながら反応させ、最終的に２００Ｐａ以下の減圧下、２
２０から２９０℃の温度で重縮合反応を行うと、十分に重合度が上昇したポリカーボネー
トが得られるため、好ましい。 
【００５０】
　反応の形式は、バッチ式、連続式、あるいはバッチ式と連続式の組み合わせのいずれの
方法でもよい。 
　本発明に係るポリカーボネートを溶融重合法で製造する際に、着色を防止する目的で、
リン酸化合物や亜リン酸化合物を重合時に添加することができる。 
　リン酸化合物としては、リン酸トリメチル、リン酸トリエチル等のリン酸トリアルキル
の１種又は２種以上が好適に用いられる。これらは、全ヒドロキシ化合物成分に対して、
０．０００１モル％以上０．００５モル％以下添加することが好ましく、さらに好ましく
は０．０００３モル％以上０．００３モル％以下添加することが好ましい。リン化合物の
添加量が上記下限より少ないと、着色防止効果が小さく、上記上限より多いと、ヘイズが
高くなる原因となったり、逆に着色を促進させたり、耐熱性を低下させたりする。 
【００５１】
　亜リン酸化合物を添加する場合は、下記に示す熱安定剤を任意に選択して使用できる。
特に、亜リン酸トリメチル、亜リン酸トリエチル、トリスノニルフェニルホスファイト、
トリメチルホスフェート、トリス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）ホスファイ
ト、ビス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）ペンタエリスリトールジホスファイ
トの１種又は２種以上が好適に使用できる。これらの亜リン酸化合物は、全ヒドロキシ化
合物成分に対して、０．０００１モル％以上０．００５モル％以下添加することが好まし
く、さらに好ましくは０．０００３モル％以上０．００３モル％以下添加することが好ま
しい。亜リン酸化合物の添加量が上記下限より少ないと、着色防止効果が小さく、上記上
限より多いと、ヘイズが高くなる原因となったり、逆に着色を促進させたり、耐熱性を低
下させたりすることもある。 
【００５２】
　リン酸化合物と亜リン酸化合物は併用して添加することができるが、その場合の添加量
はリン酸化合物と亜リン酸化合物の総量で、先に記載した、全ヒドロキシ化合物成分に対
して、０．０００１モル％以上０．００５モル％以下とすることが好ましく、さらに好ま
しくは０．０００３モル％以上０．００３モル％以下である。この添加量が上記下限より
少ないと、着色防止効果が小さく、上記上限より多いと、ヘイズが高くなる原因となった
り、逆に着色を促進させたり、耐熱性を低下させたりすることもある。 
【００５３】
　また、このようにして製造された本発明に係るポリカーボネートには、成形時等におけ
る分子量の低下や色相の悪化を防止するために熱安定剤を配合することができる。 
　かかる熱安定剤としては、亜リン酸、リン酸、亜ホスホン酸、ホスホン酸およびこれら
のエステル等が挙げられ、具体的には、トリフェニルホスファイト、トリス（ノニルフェ
ニル）ホスファイト、トリス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）ホスファイト、
トリデシルホスファイト、トリオクチルホスファイト、トリオクタデシルホスファイト、
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ジデシルモノフェニルホスファイト、ジオクチルモノフェニルホスファイト、ジイソプロ
ピルモノフェニルホスファイト、モノブチルジフェニルホスファイト、モノデシルジフェ
ニルホスファイト、モノオクチルジフェニルホスファイト、ビス（２，６－ジ－ｔｅｒｔ
－ブチル－４－メチルフェニル）ペンタエリスリトールジホスファイト、２，２－メチレ
ンビス（４，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）オクチルホスファイト、ビス（ノニル
フェニル）ペンタエリスリトールジホスファイト、ビス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル
フェニル）ペンタエリスリトールジホスファイト、ジステアリルペンタエリスリトールジ
ホスファイト、トリブチルホスフェート、トリエチルホスフェート、トリメチルホスフェ
ート、トリフェニルホスフェート、ジフェニルモノオルソキセニルホスフェート、ジブチ
ルホスフェート、ジオクチルホスフェート、ジイソプロピルホスフェート、４，４’－ビ
フェニレンジホスフィン酸テトラキス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）、ベン
ゼンホスホン酸ジメチル、ベンゼンホスホン酸ジエチル、ベンゼンホスホン酸ジプロピル
等が挙げられる。なかでも、トリスノニルフェニルホスファイト、トリメチルホスフェー
ト、トリス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）ホスファイト、ビス（２，４－ジ
－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）ペンタエリスリトールジホスファイト、ビス（２，６－ジ
－ｔｅｒｔ－ブチル－４－メチルフェニル）ペンタエリスリトールジホスファイト、およ
びベンゼンホスホン酸ジメチルが好ましく使用される。 これらの熱安定剤は、１種を単
独で用いても良く、２種以上を併用しても良い。 
【００５４】
　かかる熱安定剤は、溶融重合時に添加した添加量に加えて更に追加で配合することがで
きる。即ち、適当量の亜リン酸化合物やリン酸化合物を配合して、ポリカーボネート（共
）重合体を得た後に、後に記載する配合方法で、さらに亜リン酸化合物を配合すると、重
合時のヘイズの上昇、着色、及び耐熱性の低下を回避して、さらに多くの熱安定剤を配合
でき、色相の悪化の防止が可能となる。 
【００５５】
　これらの熱安定剤の配合量は、ポリカーボネートを１００重量部とした場合、０．００
０１～１重量部が好ましく、０．０００５～０．５重量部がより好ましく、０．００１～
０．２重量部が更に好ましい。 
　また、本発明に係るポリカーボネートには、酸化防止の目的で通常知られた酸化防止剤
を配合することもできる。 
【００５６】
　かかる酸化防止剤としては、例えばペンタエリスリトールテトラキス（３－メルカプト
プロピオネート）、ペンタエリスリトールテトラキス（３－ラウリルチオプロピオネート
）、グリセロール－３－ステアリルチオプロピオネート、トリエチレングリコール－ビス
［３－（３－ｔｅｒｔ－ブチル－５－メチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート
］、１，６－ヘキサンジオール－ビス［３－（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒド
ロキシフェニル）プロピオネート］、ペンタエリスリトール－テトラキス［３－（３，５
－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート］、オクタデシル－
３－（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート、１，
３，５－トリメチル－２，４，６－トリス（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロ
キシベンジル）ベンゼン、Ｎ，Ｎ－ヘキサメチレンビス（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル
－４－ヒドロキシ－ヒドロシンナマイド）、３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロ
キシ－ベンジルホスホネート－ジエチルエステル、トリス（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチ
ル－４－ヒドロキシベンジル）イソシアヌレート、４，４’－ビフェニレンジホスフィン
酸テトラキス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）、３，９－ビス｛１，１－ジメ
チル－２－［β－（３－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシ－５－メチルフェニル）プロ
ピオニルオキシ］エチル｝－２，４，８，１０－テトラオキサスピロ（５，５）ウンデカ
ン等の１種又は２種以上が挙げられる。 
【００５７】
　これら酸化防止剤の配合量は、ポリカーボネートを１００重量部とした場合、０．００
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０１～０．５重量部が好ましい。 
　また、本発明に係るポリカーボネートには、シート成形時の冷却ロールからのロール離
れ、あるいは射出成形時の金型からの離型性をより向上させるために、本発明の目的を損
なわない範囲で離型剤を配合することも可能である。 
【００５８】
　かかる離型剤としては、一価または多価アルコールの高級脂肪酸エステル、高級脂肪酸
、パラフィンワックス、蜜蝋、オレフィン系ワックス、カルボキシ基および／またはカル
ボン酸無水物基を含有するオレフィン系ワックス、シリコーンオイル、オルガノポリシロ
キサン等が挙げられる。 
　高級脂肪酸エステルとしては、炭素原子数１～２０の一価または多価アルコールと炭素
原子数１０～３０の飽和脂肪酸との部分エステルまたは全エステルが好ましい。かかる一
価または多価アルコールと飽和脂肪酸との部分エステルまたは全エステルとしては、ステ
アリン酸モノグリセリド、ステアリン酸ジグリセリド、ステアリン酸トリグリセリド、ス
テアリン酸モノソルビテート、ステアリン酸ステアリル、ベヘニン酸モノグリセリド、ベ
ヘニン酸ベヘニル、ペンタエリスリトールモノステアレート、ペンタエリスリトールテト
ラステアレート、ペンタエリスリトールテトラペラルゴネート、プロピレングリコールモ
ノステアレート、ステアリルステアレート、パルミチルパルミテート、ブチルステアレー
ト、メチルラウレート、イソプロピルパルミテート、ビフェニルビフェネ－ト、ソルビタ
ンモノステアレート、２－エチルヘキシルステアレート等が挙げられる。 
【００５９】
　なかでも、ステアリン酸モノグリセリド、ステアリン酸トリグリセリド、ペンタエリス
リトールテトラステアレート、ベヘニン酸ベヘニルが好ましく用いられる。 
　高級脂肪酸としては、炭素原子数１０～３０の飽和脂肪酸が好ましい。かかる脂肪酸と
しては、ミリスチン酸、ラウリン酸、パルミチン酸、ステアリン酸、ベヘニン酸などが挙
げられる。 
【００６０】
　これらの離型剤は、１種を単独で用いても良く、２種以上を混合して用いても良い。 
　かかる離型剤の配合量は、ポリカーボネートを１００重量部とした場合、０．０１～５
重量部が好ましい。 
　また、本発明に係るポリカーボネートは、紫外線による変色は現行のポリカーボネート
樹脂に比較して著しく小さいが、さらに改良の目的で、本願発明の目的を損なわない範囲
で、紫外線吸収剤、光安定剤を配合することができる。 
【００６１】
　かかる紫外線吸収剤、光安定剤としては、例えば２－（２’－ヒドロキシ－５’－ｔｅ
ｒｔ－オクチルフェニル）ベンゾトリアゾール、２－（３－ｔｅｒｔ－ブチル－５－メチ
ル－２－ヒドロキシフェニル）－５－クロロベンゾトリアゾール、２－（５－メチル－２
－ヒドロキシフェニル）ベンゾトリアゾール、２－［２－ヒドロキシ－３，５－ビス（α
，α－ジメチルベンジル）フェニル］－２Ｈ－ベンゾトリアゾール、２，２’－メチレン
ビス（４－クミル－６－ベンゾトリアゾールフェニル）、２，２’－ｐ－フェニレンビス
（１，３－ベンゾオキサジン－４－オン）等が挙げられる。 
【００６２】
　これらの紫外線吸収剤、光安定剤は、１種を単独で用いても良く、２種以上を併用して
も良い。 
　かかる配合量は、ポリカーボネートを１００重量部とした場合、０．０１～２重量部が
好ましい。 
　また、本発明に係るポリカーボネートには、重合体や紫外線吸収剤に基づく嵌合部およ
びヒンジ部から選ばれる少なくとも１つを有する容器の黄色味を打ち消すためにブルーイ
ング剤を配合することができる。ブルーイング剤としては、現行のポリカーボネート樹脂
に使用されるものであれば、特に支障なく使用することができる。一般的にはアンスラキ
ノン系染料が入手容易であり好ましい。 
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【００６３】
　具体的なブルーイング剤としては、例えば一般名Ｓｏｌｖｅｎｔ　Ｖｉｏｌｅｔ１３［
ＣＡ.Ｎｏ（カラーインデックスＮｏ）６０７２５］、一般名Ｓｏｌｖｅｎｔ　Ｖｉｏｌ
 ｅｔ３１［ＣＡ.Ｎｏ　６８２１０、一般名Ｓｏｌｖｅｎｔ　Ｖｉｏｌｅｔ３３［ＣＡ.
Ｎｏ　６０７２５；、一般名Ｓｏｌｖｅｎｔ　Ｂｌｕｅ９４［ＣＡ.Ｎｏ　６１５００］
、
 一般名Ｓｏｌｖｅｎｔ　Ｖｉｏｌｅｔ３６［ＣＡ.Ｎｏ　６８２１０］、一般名Ｓｏｌｖ
 ｅｎｔ　Ｂｌｕｅ９７［バイエル社製「マクロレックスバイオレットＲＲ」］および一
般名Ｓｏｌｖｅｎｔ　Ｂｌｕｅ４５［ＣＡ.Ｎｏ ６１１１０］が代表例として挙げられる
。
【００６４】
　これらのブルーイング剤は、１種を単独で用いても良く、２種以上を併用しても良い。
 
　これらブルーイング剤は、通常、ポリカーボネートを１００重量部とした場合、０.１
×１０－４～２×１０－４重量部の割合で配合される。 
【００６５】
　本発明に係るポリカーボネートと上述のような各種の添加剤との配合は、例えばタンブ
ラー、Ｖ型ブレンダー、スーパーミキサー、ナウターミキサー、バンバリーミキサー、混
練ロール、押出機等で混合する方法、あるいは上記各成分を例えば塩化メチレンなどの共
通の良溶媒に溶解させた状態で混合する溶液ブレンド方法などがあるが、これは特に限定
されるものではなく、通常用いられるポリマーブレンド方法であればどのような方法を用
いてもよい。 
【００６６】
　こうして得られる本発明に係るポリカーボネート或いは、これに各種添加剤を添加して
なるポリカーボネート組成物は、そのまま、または溶融押出機で一旦ペレット状にしてか
ら、射出成形法、押出成形法、圧縮成形法等の通常知られている方法で嵌合部およびヒン
ジ部から選ばれる少なくとも１つを有する容器などの成形物にすることができる。 
　本発明に係るポリカーボネートの混和性を高めて安定した各物性を得るためには、溶融
押出において単軸押出機、二軸押出機を使用するのが好ましい。単軸押出機、二軸押出機
を用いる方法は、溶剤等を用いることがなく、環境への負荷が小さく、生産性の点からも
好適に用いることができる。 本発明の嵌合部およびヒンジ部から選ばれる少なくとも１
つを有する容器用途向けポリカーボネート（の場合は、押出機の溶融混練温度は通常２０
０～３００℃、好ましくは２２０～２６０℃である。溶融混練温度が２００℃より低い温
度であると、ポリカーボネートの溶融粘度が高く、押出機への負荷が大きくなり、生産性
が低下する。３００℃より高いと、ポリカーボネートの劣化が起こりやすくなり、ポリカ
ーボネートの色が黄変したり、分子量が低下するため強度が劣化したりする。 
【００６７】
　押出機を使用する場合、押出時にポリカーボネートの焼け、異物の混入を防止するため
、フィルターを設置することが望ましい。フィルターの異物除去の大きさ（目開き）は、
求められる光学的な精度依存するが、１００μｍ以下が好ましい。特に、異物の混入を嫌
う場合は、４０μｍ以下、さらには１０μｍ以下が好ましい。 さらに、ポリカーボネー
トの押出は、押出後の異物混入を防止するために、クリーンルーム中で実施することが望
ましい。 
【００６８】
　また、押出されたポリカーボネートを冷却しチップ化する際は、空冷、水冷等の冷却方
法を使用するのが好ましい。空冷の際に使用する空気は、ヘパフィルター等で空気中の異
物を事前に取り除いた空気を使用し、空気中の異物の再付着を防ぐのが望ましい。水冷を
使用する際は、イオン交換樹脂等で水中の金属分を取り除き、さらにフィルターにて、水
中の異物を取り除いた水を使用することが望ましい。用いるフィルターの大きさ（目開き
）は種々あるが、１０～０．４５μｍのフィルターのものが好ましい。 
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【００６９】
　本発明に係るポリカーボネートは、上記の他、本発明の趣旨を逸脱しない範囲内で、周
知の種々の添加剤、例えば、紫外線吸収剤、耐候性付与剤、耐衝撃性改良剤、難燃剤、難
燃助剤、加水分解抑制剤、帯電防止剤、発泡剤、染顔料を含有していてもよい。また、例
えば、芳香族ポリカーボネート、芳香族ポリエステル、ポリアミド、ポリスチレン、ポリ
オレフィン、アクリル、アモルファスポリオレフィンなどの合成樹脂、ポリ乳酸、ポリブ
チレンスクシネートなどの生分解性樹脂などと混練したポリマーアロイを嵌合部およびヒ
ンジ部から選ばれる少なくとも１つを有する容器用材料としても用いることもできる。 
【００７０】
　本発明に係るポリカーボネートを用いた嵌合部およびヒンジ部から選ばれる少なくとも
１つを有する容器の成形には、通常ビスフェノールＡタイプのポリカーボネート樹脂の成
形法と同様に行うことができる。シートなどの押出成形においては、例えばダイス温度を
２３０～２８０℃に設定し、冷却ロール温度を８０～１２０℃にて可能である。また、射
出成形の場合には金型温度は３０℃～１２０℃、樹脂温度は２２０～２９０℃となるよう
にするのが良い。 
【実施例】
【００７１】
　以下、実施例により本発明を更に詳細に説明するが、本発明は、その要旨を超えない限
り、以下の実施例により限定されるものではない。以下において、ポリカーボネートの物
性ないし特性の評価は次の方法により行った。 
　（１）還元粘度 
　ウベローデ型粘度計を用い、溶媒としてフェノールと１，１，２，２，－テトラクロロ
エタンの重量比１：１の混合溶液を用い、ポリカーボネートの濃度を１．００ｇ／ｄｌに
精密に調整し、温度２０．０℃±０．１℃で測定した。この数値が高いほど分子量が大き
い。 
【００７２】
　（２）ガラス転移温度（Ｔｇ） 
　示差走査熱量計（メトラー社製「ＤＳＣ８２２」）に試料約１０ｍｇを用いて、１０℃
／ｍｉｎの昇温速度で加熱して測定し、ＪＩＳ　Ｋ　７１２１（１９８７）に準拠して、
低温側のベースラインを高温側に延長した直線と、ガラス転移の階段状変化部分の曲線の
勾配が最大になるような点で引いた折線との交点の温度である、補外ガラス転移開始温度
Ｔｇを求めた。
【００７３】
　（３）折り曲げ試験
　ポリカーボネートを、単軸押出機（いすず化工機社製、スクリュー径２５ｍｍ、シリン
ダー設定温度：２２０℃）、Ｔダイ（幅２００ｍｍ、設定温度：２２０℃）、チルロール
（設定温度：１２０～１３０℃）及び巻取機を備えたフィルム製膜装置を用いて、厚み１
００μｍのフィルムを製造し、当該フィルムを、フィルムの押出方向を長さとして、幅２
０mm、長さ１００mmの短冊状に安全かみそりを用いて切り出したものを試料とした。当該
フィルムを長さ方向で端部から５０ｍｍの位置で幅方向の折り曲げ線に沿って折り曲げる
ことを、表および裏で行うことを１回として、破断若しくは破れが生じるまで繰り返し、
破断若しくは破れが生じた際の折り曲げ回数を折り曲げ試験の回数とした。
【００７４】
　（４）耐衝撃強度 
　カスタム・サイエンティフィック（Ｃｕｓｔｏｍ Ｓｃｉｅｎｔｉｆｉｃ）社製ミニマ
ックス射出成形機「ＣＳ－１８３ＭＭＸ」を用いて、温度２４０～３００℃で、長さ３１
．５ｍｍ、幅６．２ｍｍ、厚さ３．２ｍｍの試験片を射出成形し、深さ１．２ｍｍのノッ
チをノッチングマシンで付け、試験片とした。 
　この試験片について、カスタム・サイエンティフィック社製ミニマックスアイゾット衝
撃試験機「ＣＳ－１８３ＴＩ型」を用いて、２３℃におけるノッチ付きのアイゾット衝撃
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強度を測定した。この数値が大きいほど、耐衝撃強度が大きく、割れにくい。 
【００７５】
　（５）テーバー磨耗試験
　カスタム・サイエンティフィック（Ｃｕｓｔｏｍ Ｓｃｉｅｎｔｉｆｉｃ）社製ミニマ
ックス射出成形機「ＣＳ－１８３ＭＭＸ」を用いて、温度２４０～３００℃で、長さ３１
．５ｍｍ、幅６．２ｍｍ、厚さ０．８ｍｍの試験片を射出成形し、摩耗輪ＣＳ－１０Ｆ、
荷重５００ｇ、回転数１００サイクルの条件にて、テーバー摩耗試験（東洋精機社製Rota
ry Abrasion Tester）を行いて試験前後のヘーズ値の差ΔＨ％を測定した。
【００７６】
　（６）引っかき硬度（鉛筆法）試験 
　カスタム・サイエンティフィック（Ｃｕｓｔｏｍ Ｓｃｉｅｎｔｉｆｉｃ）社製ミニマ
ックス射出成形機「ＣＳ－１８３ＭＭＸ」を用いて、温度２４０～３００℃で、長さ３１
．５ｍｍ、幅６．２ｍｍ、厚さ０．８ｍｍの試験片を射出成形し、コーテック社製引っか
き硬度（鉛筆法）試験器を用いて、JIS　K5600-5-4に準拠して、鉛筆硬度を６Ｂ～６Ｈの
範囲で測定した。６Ｂは表面硬度が低く、６Ｈは表面硬度が高いことを示す。 
【００７７】
　（７）燃焼性試験 
　カスタム・サイエンティフィック（Ｃｕｓｔｏｍ Ｓｃｉｅｎｔｉｆｉｃ）社製ミニマ
ックス射出成形機「ＣＳ－１８３ＭＭＸ」を用いて、温度２４０～３００℃で、長さ３１
．５ｍｍ、幅６．２ｍｍ、厚さ０．８ｍｍの試験片を射出成形し、ＵＬ－９４規格　水平
燃焼性試験（ＨＢ）に準拠して測定した。ただし、試験片の片方の端に試験炎を３０秒間
あてて取り去る方法での燃焼状況の確認を行った。試験片全体に燃え広がらずに、鎮火す
れば自消性材料と判断される。 
【００７８】
　（８）耐候変色試験 
　カスタム・サイエンティフィック（Ｃｕｓｔｏｍ Ｓｃｉｅｎｔｉｆｉｃ）社製ミニマ
ックス射出成形機「ＣＳ－１８３ＭＭＸ」を用いて、温度２４０～３００℃で、射出成形
した長さ３１．５ｍｍ、幅６．２ｍｍ、厚さ０．８ｍｍの試験片を、三重県四日市市三菱
化学（株）四日市事業所内で南面４５度の傾斜面に設置して、２００６年１月中旬～１０
月中旬まで耐候変色試験を実施した。その試験前後の試験片に対して、日本電色工業社製
分光式色差計ＳＥ－２０００を用いて色差ΔＥを測定した。ΔＥが小さいほど、変色が小
さいことを示している。
【００７９】
　（９）蟻酸の定量 
　イソソルビドを純水で１００倍希釈してイオンクロマトグラフＤｉｏｎｅｘ社製ＤＸ－
５００型で測定した。 
　なお、実施例１で用いたイソソルビドの蟻酸含有量は５ｐｐｍであった。 
【００８０】
　［実施例１］ 
　イソソルビド（ロケットフルーレ社製）２７．７重量部（０．５１６モル）に対して、
１，４－シクロヘキサンジメタノール（イーストマン社製、以下「１，４－ＣＨＤＭ」と
略記する。）１３．０重量部（０．２２１モル）、ジフェニルカーボネート（三菱化学社
製、以下「ＤＰＣ」と略記する。）５９．２重量部（０．７５２モル）、および触媒とし
て、炭酸セシウム（和光純薬社製）２．２１×１０－４重量部（１．８４×１０－６モル
）を反応容器に投入し、窒素雰囲気下にて、反応の第１段目の工程として、加熱槽温度を
１５０℃に加熱し、必要に応じて攪拌しながら、原料を溶解させた（約１５分）。 
【００８１】
　次いで、圧力を常圧から１３．３ｋＰａにし、加熱槽温度を１９０℃まで１時間で上昇
させながら、発生するフェノールを反応容器外へ抜き出した。 
　反応容器全体を１９０℃で１５分保持した後、第２段目の工程として、反応容器内の圧
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力を６．６７ｋＰａとし、加熱槽温度を２３０℃まで、１５分で上昇させ、発生するフェ
ノールを反応容器外へ抜き出した。攪拌機の攪拌トルクが上昇してくるので、８分で２５
０℃まで昇温し、さらに発生するフェノールを取り除くため、反応容器内の圧力を０．２
００ｋＰａ以下に到達させた。所定の攪拌トルクに到達後、反応を終了し、生成した反応
物を水中に押し出して、ポリカーボネートのペレットを得た。得られたポリカーボネート
を用いて、ＭＥＩＫＩ製射出成形機「ＮＡＤＥＭ２０００」を用いて、温度２３０～２６
０℃で、長さ１２０ｍｍ、幅５０ｍｍ、高さ３０ｍｍの嵌合部を有するモデルテスト容器
を射出成形した。
　得られたポリカーボネートについて、上記記載の評価方法により、ガラス転移温度、折
り曲げ試験、アイゾット衝撃値、テーバー磨耗、鉛筆硬度、燃焼性、および耐候変色（Δ
Ｅ）を評価した。得られた結果を表１に示す。
【００８２】
　［比較例１］ 
　ビスフェノールＡ型ポリカーボネート樹脂（三菱エンジニアリングプラスチックス社製
ノバレックス７０２０ＡＤ２）について、上記記載の評価方法により、ガラス転移温度、
折り曲げ試験、アイゾット衝撃値、テーバー磨耗、鉛筆硬度、燃焼性、および耐候変色（
ΔＥ）を評価した。得られた結果を表１に示す。 
【００８３】
　［比較例２］ 
　ポリアクリル樹脂（三菱レイヨン社製　アクリペットＭＦ）について、上記記載の評価
方法により、還元粘度、ガラス転移温度、折り曲げ試験、アイゾット衝撃値、鉛筆硬度、
燃焼性、および耐候変色（ΔＥ）を評価した。得られた結果を表１に示す。 
【００８４】
【表１】

【００８５】
　表１より次のことが判明する。 
　１）比較例１のポリカーボネート樹脂からなる容器は、嵌合部およびヒンジ部から選ば
れる少なくとも１つを有する容器としてガラス転移温度、耐衝撃強度は充分な特性を有し
ており、また自消性材料である。しかし鉛筆硬度はＢと低く、また耐候変色性が大きく劣
っている。一方アクリル樹脂は鉛筆硬度は２Ｈと十分な性能を有しており、また変色は少
ないが、ガラス転移温度、耐衝撃性に劣り、また易燃焼性である。 
【００８６】
　２）実施例１のイソソルビドと１，４－ＣＨＤＭの配合比率が６８／３２のポリカーボ
ネート共重合体からなる容器は、ガラス転移温度、耐衝撃強度ともに嵌合部およびヒンジ
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部から選ばれる少なくとも１つを有する容器として十分優れており、しかも鉛筆硬度、耐
候変色性はアクリル樹脂に近い性能を有しており、しかもアクリル樹脂の大きな欠点であ
った燃焼性も、自消性クラスに改善されている。結果として本発明の嵌合部およびヒンジ
部から選ばれる少なくとも１つを有する容器は、極めて優れた性能を有することがわかる
。
【産業上の利用可能性】
【００８７】
　植物由来のモノマーを使用した本発明に係るポリカーボネートからなる嵌合部およびヒ
ンジ部から選ばれる少なくとも１つを有する容器は、良好な環境・石油資源保全性を有し
、表面高度が高く、耐候変色性が小さく、自消性であり、ガラス転移温度と耐衝撃強度の
バランスが良好なので、分野としては多方面に使用され、例えば、事務用品容器、工業関
係容器、食品容器、医薬品容器、化粧品容器など多方面にわたる。
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